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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，中性子源領域計装／中間領域計装が設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを説明するものである。 

中性子源領域計装／中間領域計装は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては，常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

中性子源領域計装／中間領域計装の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

中性子源領域計装及

び中間領域計装は，中

性子源領域計装／中間

領域計装ドライチュー

ブ内で，検出器駆動機

構によって設置位置を

保持される。 

中性子源領域計装／

中間領域計装ドライチ

ューブは，上端を上部

格子板の穴に挿入し，

プランジャ（ばね）に

より支持され，下端部

は原子炉中性子計装案

内管に炉心支持板位置

でリングにより支持さ

れる。 

炉心支持板より下方

では，原子炉中性子計

装案内管及び原子炉中

性子計装ハウジングで

ガイドされ，原子炉中

性子計装ハウジング下

端に取り付けられたフ

ランジに固定される。

中性子源領域計装／

中間領域計装ドライ

チ ュ ー ブ は 外 径

mm の長尺円筒

形の炉内構造物であ

る。 

2
 

上部格子板 

中性子源領域計装／ 
中間領域計装 
ドライチューブ 

炉心支持板 

プランジャ 

リング

原子炉中性子 
計装案内管 

(単位：mm) 

中性子源領域計装／ 
中間領域計装 
ドライチューブ 

上部格子板 

原子炉中性子 
計装案内管 

原子炉中性子 
計装ハウジング 

フランジ

中性子源領域計装／中間領域計装 
ドライチューブ詳細図 

中性子源領域計装／中間領域計装 
概略構造図 

原子炉起動時 
検出器位置 

原子炉出力運転時 
検出器位置 

炉心支持板 

検出器駆動機構 
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2.2 評価方針 

中性子源領域計装／中間領域計装の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて

示す中性子源領域計装／中間領域計装の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する

箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力，死荷重及

び外圧による応力が許容限界内に収まることを，「5. 地震応答解析及び構造強度評

価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

図 2－1 中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価フロー 

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 

死荷重及び外圧 

地震時における応力 

中性子源領域計装／中間領域計装の構造強度評価 

解析モデル設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 断面積  mm2 

Ｄｉ  内径 mm 

Ｄｏ  外径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＦＥ 応力評価点のせん断力 N 

Ｈ 水平力 N 

Ｉ 断面二次モーメント  mm4 

Ｌ リングからプランジャ先端までの長さ mm 

 リングからチャンネルボックスに接触する点までの距離 mm 

' リングから応力評価点までの距離 mm 

ＭＥ  応力評価点の曲げモーメント N･mm 

ＰＢ  チャンネルボックスからの支持反力 N 

Ｐｏ  外圧 MPa 

Ｓ12 主応力差σ 1－σ 2 MPa 

Ｓ23 主応力差σ 2－σ 3 MPa 

Ｓ31 主応力差σ 3－σ 1 MPa 

Ｓｍ  設計応力強さ  設計・建設規格  付録材料図表  Part5 

表 1 に定める値 

MPa 

Ｓｕ  設計引張強さ  設計・建設規格  付録材料図表  Part5 

表 9 に定める値 

MPa 

ＶＤ 死荷重による鉛直力 N 

ＶＳ 地震荷重による鉛直力 N 

ｗ 等分布荷重 N/mm 

Ｙ 外径と内径の比 ― 

δＤ  設計たわみ量 mm 

η 溶接部の継手効率 ― 

ν ポアソン比 ― 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σ  軸方向応力 MPa 

σｒ  半径方向応力 MPa 

σｔ  周方向応力 MPa 

τ ｒ せん断応力 MPa 

τｒｔ せん断応力 MPa 

τｔ  せん断応力 MPa 

  



 

6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-6

-5
-1

 R
0 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg 有効数字 3 桁目 四捨五入 有効数字 2 桁 

長さ mm ― ―   整数位＊ 1 

面積 mm2 有効数字 4 桁目 四捨五入   有効数字 3 桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 4 桁目 四捨五入   有効数字 3 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 4 桁目 切上げ 有効数字 3 桁 

力 N 有効数字 4 桁目 切上げ 有効数字 3 桁 

応力強さ MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

  許容応力＊ 3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

     なお，計算過程に用いる値の場合は，小数点以下第 1 位を四捨五入，整数位ま

での値とする。 

  ＊2：べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計応力強さ

及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て，

整数位までの値とする。  
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3. 評価部位 

中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価は，「5.2 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなるドライチューブについて実施する。なお，検出器は，

ドライチューブ内に設置されており，固定部品が組み込まれた可動部の存在しない構造

であり，構造上十分な耐震性を有すると考えられるため，ドライチューブを代表として

評価する。中性子源領域計装／中間領域計装の耐震評価部位を図 3－1 に示す。 

なお，応力評価点は構造の不連続を考慮して，応力評価上最も厳しい箇所を選び，応

力評価点を含む断面を，応力評価面と呼ぶ。 

また，地震荷重による応力が極大となる方位の応力評価点は（P01）と表し，極小とな

る方位の応力評価点にはプライム（ ’）を付けて（P01’）と表す。 

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 
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図 3－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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4. 固有周期

4.1 固有値解析方法 

中性子源領域計装／中間領域計装の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 中性子源領域計装／中間領域計装は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元

はりモデルとして考える。 

4.2 解析モデル及び諸元 

中性子源領域計装／中間領域計装の解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を

以下に示す。また，機器の諸元を本計算書の【中性子源領域計装／中間領域計装の耐

震性についての計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 強度上重要で，耐震上の条件が最も厳しくなる炉心支持板と上部格子板間の中性

子源領域計装／中間領域計装ドライチューブを三次元はりモデルとしてモデル化

する。 

(2) 

(3) 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(5) 計算機コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性評価等の概要については，Ⅵ-5

「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 解析モデル 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－1 に，振動モード図を図 4－2 に示す。 

また，鉛直方向の固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。 

なお，各次数の振動モード図（刺激関数モード）は，各節点において，各次数の刺

激係数の絶対値に振動モードを乗じて求めた刺激関数を，最大の刺激関数（1 次）で

正規化したものである。 

表 4－1 固有値解析結果 

モード *1 卓越方向 固有周期(s) 
刺激係数 *2 

水平方向 *3 鉛直方向 

1 次 水平 ― 

2 次 水平 ― 

注記＊1：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。 

＊2：固有値解析より得られる各次数の刺激係数の絶対値に振動 

モードの最大値を乗じて求めた刺激関数を示す。

＊3：Ｘ方向とＺ方向は同一である。 

図 4－2 振動モード図（刺激関数モード） 
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5. 地震応答解析及び構造強度評価

5.1 地震応答解析方法 

4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

動的応答加速度は，スペクトルモーダル法により求めた応答加速度に，保守的に支

持点の加速度（動的加速度と静的加速度の包絡値）を加えて求める。中性子源領域計

装／中間領域計装の動的応答加速度分布図を図 5－1 及び図 5－2 に示す。 

図 5－1 動的応答加速度分布図（弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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図 5－2 動的応答加速度分布図（基準地震動Ｓｓ） 
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5.2 構造強度評価方法 

4.2 項(1)～(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，中性子源領域計装／中間領域計装に対して，水平方向及び鉛直方向か

ら作用するものとする。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の

組合せには，絶対値和を適用する。

5.3 荷重の組合せ及び許容応力 

5.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中性子源領域計装／中間領域計装の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 5－2 に示す。 

5.3.2 許容応力 

中性子源領域計装／中間領域計装の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に基づき表 5－3 のとおりとする。 

5.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

中性子源領域計装／中間領域計装の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－5 に示す。 

5.3.4 溶接部の継手効率 

応力評価点は，溶接部でないためη＝1.00 を用いる。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

計測 

装置 

中性子源領域計装／ 

中間領域計装 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
中性子束高 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

計測制御 

系統施設 

原子炉非常

停止信号 
中性子束計装不作動 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：原子炉圧力容器内部に位置するため，炉内構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  

1
5
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表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

計測 

装置 

中性子源領域計装／ 

中間領域計装 

常設耐震／ 

防止 
―＊ 2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊ 3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ 

の許容限界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

  ＊2：原子炉圧力容器内部に位置するため，炉内構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。  

  ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。  

 

1
6
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表 5－3 許容応力（炉内構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊  

（ボルト等以外） 

一次一般膜応力 一次一般膜＋一次曲げ応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅣＡＳ 
2／3・Ｓｕ 

 

ただし，オーステナイト系 

ステンレス鋼及び高ニッケル 

合金については 2／3・Ｓｕと 

2.4・Ｓｍの小さい方 

左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ 

の許容限界を用いる。） 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力

で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

1
7
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ SUS316LTP 流体の最高温度 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ SUS316LTP 流体の最高温度 

1
8
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5.4 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数

は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
炉心シュラウド（EL 25.843，21.571）＊1 

固有周期(s) 水平： ＊ 2  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊ 4 

応答水平震度＊5 応答鉛直 

震度＊ 5 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 4.32 3.48 ― 9.11 7.55 ― 

2 次 5.99 5.11 ― 18.57 21.96 ― 

動的震度＊ 6,7 1.38 1.45 0.72 2.93 2.79 2.03 

静的震度＊ 8 0.86 0.85 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

    ＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモード

に対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊6：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を

上回る設計震度 

＊7：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 

＊8：3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶより定めた震度 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
炉心シュラウド（EL 25.843，21.571）＊1 

固有周期(s) 水平： ＊ 2  鉛直：0.05 以下 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊ 4 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 ― ― ― 9.11 7.55 ― 

2 次 ― ― ― 18.57 21.96 ― 

動的震度＊ 5,6 ― ― ― 2.93 2.79 2.03 

静的震度 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：1 次固有周期について記載 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモード

に対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊6：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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5.5 計算方法 

5.5.1 応力の計算方法 

中性子源領域計装／中間領域計装の応力計算における，応力の記号とその方向

は，以下のとおりとする。 

中性子源領域計装／中間領域計装に作用する外圧を表 5－8，死荷重を表 5－9

及び地震荷重を表 5－10 に示す。 

以下，外圧，死荷重及び地震荷重による応力をそれぞれ求める。 

表 5－8 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する外圧 

許容応力状態 

外圧 

Ｐｏ 

（MPa） 

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ 
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表 5－9 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する死荷重 

荷重名称 

鉛直力 

ＶＤ 

(N) 

死荷重 

表 5－10 中性子源領域計装／中間領域計装に作用する地震荷重 

荷重名称 

鉛直力 水平力＊1 

地震時 

中性子源領域計装

／中間領域計装 

設計たわみ量 *2 

ＶＳ 

(N) 

Ｈ 

(N) 

δＤ

(mm) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的地震力 

基準地震動Ｓｓ 

注記＊1：水平力Ｈは質量と動的応答加速度の積であり中性子源領域計装／中間

領域計装に一様に加わる。 

＊2：燃料集合体の相対変位（地震時たわみ量）及び水平移動量と中性子源

領域計装／中間領域計装の移動量の合計。燃料集合体の相対変位はⅥ

-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定する。 
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5.5.1.1 外圧による応力 

(1) 一次一般膜応力

外圧Ｐｏによる一次一般膜応力は，下式により計算する。

ot ・Ｐ
Ｙ－１

Ｙ
＝－σ  ···································  (5.5.1.1.1)

o・Ｐ
－１Ｙ

Ｙ
＝－σ

2

2

  ··································  (5.5.1.1.2) 

or ・Ｐ
１＋Ｙ

Ｙ
＝－σ  ···································  (5.5.1.1.3)

ここで，外径と内径の比Ｙは，次式により求める。 

i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  ···········································  (5.5.1.1.4)

(2) 一次一般膜＋一次曲げ応力

外圧Ｐｏによる一次曲げ応力は，存在しない。したがって，一次一般膜＋一

次曲げ応力は，一次一般膜応力と同じである。 

5.5.1.2 死荷重による応力 

死荷重による応力は，下式により計算する。 

σ ＝－
ＶＤ

Ａ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.5.1.2.1) 
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5.5.1.3 地震荷重による応力 

(1) 水平方向地震荷重による応力

応力計算モデルを，図 5－3 に示す。 

応力評価点の曲げモーメントＭＥ，せん断力ＦＥは下式に

より計算する。 

2)'－・ｗ・(
2

1
)－'－・(＝ＰＭ BE  ····················  (5.5.1.3.1)

BE )－Ｐ'－＝ｗ・(Ｆ  ·······························  (5.5.1.3.2) 

ここで，ＰＢ，ｗ，は，下式により求める。 

3

ｗ・
＝ＰB


········································  (5.5.1.3.3)

Ｌ

Ｈ
ｗ＝  ············································  (5.5.1.3.4)

4

1

ｗ

・Ｅ・Ｉ72・δ
＝

D








  ·······························  (5.5.1.3.5) 

したがって，応力評価点に生じる一次曲げ応力は，次式により計算する。 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

oE
 ·····································  (5.5.1.3.6)

また，応力評価点に生じる一次一般膜応力は，次式により計算する。 

Ａ

Ｆ
＝τ

E
t  ········································  (5.5.1.3.7)
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(2) 鉛直方向地震荷重による応力

鉛直方向地震荷重による応力は，次式により計算する。

σ ＝
ＶＳ

Ａ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.5.1.3.8) 

（単位：mm） 

図 5－3 水平方向地震荷重による応力の計算モデル 

5.5.1.4 主応力及び応力強さ 

(1) 主応力

荷重ごとに計算した応力を重ね合わせた結果から，主応力を求める。

応力成分は一般にσｔ，σ ，σｒ，τｔ ，τ ｒ，τｒｔの 6 成分であるが，

主応力σは，引用文献(1)の 1･3･6 項により，次式を満足する 3 根σ 1，σ 2，

σ 3 として計算する。 

σ 3－（σｔ＋σ ＋σｒ）・σ 2＋（σｔ・σ ＋σ ・σｒ＋σｒ・σｔ－τｔ 
2

－τ ｒ
2－τｒｔ

2）・σ－σｔ・σ ・σｒ＋σｔ・τ ｒ
2＋σ ・τｒｔ

2

＋σｒ・τｔ 
2－2・τｔ ・τ ｒ・τｒｔ＝0  ·············  (5.5.1.4.1) 

(2) 応力強さ

以下の 3 つの主応力差の絶対値で最大のものを応力強さとする。

  Ｓ 12＝σ1－σ2  ·····································  (5.5.1.4.2) 

  Ｓ 23＝σ2－σ3  ·····································  (5.5.1.4.3) 

  Ｓ 31＝σ3－σ1  ·····································  (5.5.1.4.4) 
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5.6 計算条件 

5.6.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【中性子源領域計装／中間領域計装

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.7 応力の評価方法 

 5.7.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力評価 

5.5.1 項で求めた中性子源領域計装／中間領域計装の各応力強さが下表で定め

た許容応力以下であること。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

の許容応力 
1.5・Ｓｍ 

2／3・Ｓｕ

ただし，オーステナイト系ステン

レス鋼及び高ニッケル合金につい

ては 2／3・Ｓｕと 2.4・Ｓｍの小

さい方 

一次一般膜＋ 

一次曲げ応力 

の許容応力 

上欄の1.5倍の値 上欄の 1.5 倍の値 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中性子源領域計装／中間領域計装の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下

に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中性子源領域計装／中間領域計装の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7. 引用文献 

(1) 機械工学便覧 基礎編 α3（日本機械学会） 
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【中性子源領域計装／中間領域計装の耐震性についての計算結果】

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

流体の最高温度

(℃) 
外圧(MPa) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
ⅢＡＳ ⅣＡＳ ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

中性子源領域計装

／中間領域計装 
Ｓ 

炉心シュラウド 

（EL 25.843，21.571）＊ 1 

0.05 

以下 

ＣＨ＝1.45＊ 2 

又は＊3 
ＣＶ＝0.72＊ 2 

ＣＨ＝2.93＊ 4 

又は＊5 
ＣＶ＝2.03＊ 4 

注 記 ＊ 1： 基 準 床 レ ベ ル を 示 す 。

  ＊ 2： 設 計 用 震 度 Ⅰ （ 弾 性 設 計 用 地 震 動 Ｓ ｄ ） 又 は 静 的 震 度  

  ＊ 3： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅰ （ 弾 性 設 計 用 地 震 動 Ｓ ｄ ） に よ り 得 ら れ る 震 度

  ＊ 4： 設 計 用 震 度 Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） を 上 回 る 設 計 震 度  

  ＊ 5： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） に よ り 得 ら れ る 震 度  

1.2 機器要目 

部材 
ＶＤ 

(N) 

Ｄ o 

(mm) 

Ｄ i 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｅ 

(MPa)

Ｌ 

(mm)

’
(mm) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ 

1.3 計算数値 

部材 

ＶＳ(N) Ｈ(N) δＤ(mm) ｗ(N/mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ 

部材 

(mm) ＰＢ(N) ＦＥ(N) ＭＥ(N･mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ 

2
8
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1.4 結論 

1.4.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 応力評価面 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ドライチューブ SUS316LTP 

一次一般膜応力強さ 
P01-P02 27 142 28 228 

P01’-P02’ 27 142 28 228 

一次一般膜＋一次曲げ 

応力強さ 

P01-P02 169 214 253 342 

P01’-P02’ 171 214 256 342 

すべて許容応力以下である。 

2
9
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1.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SUS316LTP 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 10 

節点数 ― 個 11 

継手効率 η ― 1.00 

(2) 部材定数

要素 

番号 

長さ 

(mm) 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

(3) 節点の質量

節点番号 
節点質量 

(kg) 

1 ― 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 ― 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

流体の最高温度 

(℃) 
外圧(MPa) 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
ⅤＡＳ ⅤＡＳ 

中性子源領域計装 

／中間領域計装 

常設耐震 

／防止 

炉心シュラウド 

（EL 25.843，21.571）＊ 1 

0.05 

以下 
― ― 

ＣＨ＝2.93＊ 2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.03＊ 2 

注 記 ＊ 1： 基 準 床 レ ベ ル を 示 す 。

  ＊ 2： 設 計 用 震 度 Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） を 上 回 る 設 計 震 度  

  ＊ 3： 設 計 用 床 応 答 ス ペ ク ト ル Ⅱ （ 基 準 地 震 動 Ｓ ｓ ） に よ り 得 ら れ る 震 度

2.2 機器要目 

部材 
ＶＤ 

(N) 

Ｄ o 

(mm) 

Ｄ i 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｅ 

(MPa)

Ｌ 

(mm)

’
(mm) 

Ｓｍ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

ドライチューブ 

2.3 計算数値 

部材 

ＶＳ(N) Ｈ(N) δＤ(mm) ｗ(N/mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ ― ― ― ― 

部材 

(mm) ＰＢ(N) ＦＥ(N) ＭＥ(N･mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ドライチューブ ― ― ― ― 
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2.4 結論 

2.4.1 中性子源領域計装／中間領域計装の応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 応力評価面 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ドライチューブ SUS316LTP 

一次一般膜応力強さ 
P01-P02 ― ― 31 226 

P01’-P02’ ― ― 31 226 

一次一般膜＋一次曲げ 

応力強さ 

P01-P02 ― ― 255 339 

P01’-P02’ ― ― 258 339 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 材料物性値

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― SUS316LTP 

縦弾性係数 Ｅ MPa 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 10 

節点数 ― 個 11 

継手効率 η ― 1.00 

(2) 部材定数

要素 

番号 

長さ 

(mm) 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント

(mm4)

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

(3) 節点の質量

節点番号 
節点質量 

(kg) 

1 ― 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 ― 




